「鉄道による低炭素社会の実現に向けた研究推進」に関する研究報告書

１．業務の目的
近年、地球環境問題への対応という点から、鉄道はCO2排出量の少ない輸送機関として世界的な注目を集めている。このような背景から、米国を始めとして、世界各国で鉄道網の整備が国家規模のプロジェクトになっている。このような状況下、日本の高速鉄道システムの比較優位性を整理しつつ、環境負荷の軽減、沿線開発や経済面、旅客流動や都市間交流に与える影響といった要素を考慮しながら各国における交通体系の現状や課題を分析した上で、各国の関係者を対象に我が国の鉄道システムに関する啓蒙活動を国内の関係者と共同で実施することにより鉄道への理解を深め、世界規模で鉄道網の構築を検討する機運を高めることを目的とする。
２．業務活動の方法及び項目
（１）業務の進め方
米国やインドにおける交通体系の現状や課題を踏まえた高速鉄道の整備については、海外の研究機関等と共同で研究を実施した。欧州やアジアにおける高速鉄道整備については、日本の高速鉄道の比較優位性を整理する一環で当機構が単独で調査や分析を実施した。
　これらの成果を踏まえた我が国の鉄道システムに関する啓蒙活動については、国土交通省、外務省、経済産業省、海外鉄道推進協議会、日本貿易振興機構（JETRO）、国際協力機構（JICA）との共催で、インド共和国デリーにおいて官民合同の高速鉄道セミナーを開催した。セミナーにはインド鉄道大臣をはじめとした現地の要人の講演、官民の日本関係者の講演及びプレゼンテーションを盛り込むとともに、日本関係者からのパネル展示も行われた。また、米国北東部州議員やハノイ市人民委員長といった海外の要人の訪日の機会をとらえ、我が国の鉄道システムの視察及びワークショップやセミナーを実施した他、海外で開催された交通関連学会における発表を行った。
（２）業務項目
本年度の業務項目は以下の通りである。

1 米国の高速鉄道（北東回廊における高速鉄道計画）に関する調査、分析
2 インドにおける中長期鉄道網に関する研究の実施
3 欧州における高速鉄道の整備（スペイン）に関する調査、分析
4 アジアにおける高速鉄道の整備に関する調査、分析
5 以上の成果を踏まえたセミナー、ワークショップの開催
３．業務の内容
ここでは、報告書にまとめた各業務の内容、及び啓蒙活動について紹介する。
（１）米国の高速鉄道に関する調査、分析
米国においては、北東回廊地域における在来線改良、高速鉄道新線計画について詳細に分析した。在来線改良計画については、全体のほか、沿線の区間ごとの現状に関する調査も実施した。

北東回廊における高速鉄道の導入の可能性等については、米国北東部州議員が来日した際に開催したワークショップの際にプレゼンテーションを行った。
（２）インドにおける中長期鉄道網に関する研究の実施
これまで公的機関等において行われたインドの将来交通の需要予測について比較検証を行い、今後の鉄道需要について考察したうえで、輸送部門別のこれまでのインフラ整備と今後の傾向について分析し、鉄道インフラ整備の必要性について考察した。また、交通分野のエネルギー消費や気候変動問題の観点から鉄道へのモーダルシフトへの重要性及びその手段について記載した。そして、高速鉄道を導入している各国の状況を分析して、導入に関する状況の基準及びそのインドへの適用について考察を行った。
　これらの調査・分析内容については、インド高速鉄道セミナーにおいて当機構および現地関係者からのプレゼンテーションを行った。

（３）欧州（スペイン）における高速鉄道の整備に関する調査、分析
　日本の鉄道システムの比較優位性を整理するための対象として、欧州（スペイン）における高速鉄道整備の現状や課題について、現地調査等を踏まえて考察した。日本の鉄道システムの比較優位性の整理の内容については交通関連学会における発表や海外の要人が訪日した際等に活用した。
（４）アジアにおける高速鉄道に整備に関する調査、分析
　欧州（スペイン）に加え、日本の鉄道システムの比較優位性を整理するための比較対象として、韓国、台湾、中国における高速鉄道整備の現状や課題について考察した。日本の鉄道システムの比較優位性の整理の内容については交通関連学会における発表や海外の要人が訪日した際等に活用した。
（５）以上の成果を踏まえたセミナー、ワークショップの開催
以上の成果を踏まえたセミナー、ワークショップの開催の概要は以下のとおりである。
1 インド高速鉄道セミナー（２０１２年１月）
日本側から国土交通省や民間各社等の運輸関係者、インド側から鉄道大臣、インド産業連盟（CII）副会長が来賓として出席し、合計で約３１０名の関係者が参加した。来賓、挨拶者、発表者、パネル展示出展者は以下の通りである。（肩書、所属等はセミナー開催当時のもの）

主催者挨拶：

· 北村隆志 国土交通審議官
· 清野　智　海外鉄道推進協議会会長代行／東日本旅客鉄道株式会社代表取締役社長

· 鷲頭　誠 運輸政策研究機構副会長／国際問題研究所長
来賓：

· ディネッシュ・トリベディ インド鉄道大臣
· ナレッシュ・アガルワル インド産業連盟（CII） 副会長
発表者：

· 田村明比古 国土交通省鉄道局次長
· 清野　智　東日本旅客鉄道株式会社代表取締役社長

· 森村　勉 東海旅客鉄道株式会社専務取締役
· 石塚　理 川崎重工業株式会社車両カンパニー理事
· アクシマ・ガーテ　ＴＥＲＩ (The Energy and Resources Institute) フェロー
· 高田陽介 運輸政策研究機構 国際問題研究所国際業務室長
パネル展示出展者：
· （鉄道事業者）東日本旅客鉄道株式会社、東海旅客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社
· （鉄道車両・機器・信号メーカー；50音順）川崎重工業株式会社、京三製作所、ＫＹＢ株式会社、住友金属工業株式会社、株式会社東芝、ナブテスコ株式会社、日本車輌製造株式会社、日本信号株式会社、株式会社日立製作所、三菱電機株式会社
· 国土交通省

2 米国北東回廊関係州議会議員招聘事業ワークショップ（２０１２年２月）
米国北東回廊関係州の州議会議員等の訪日の機会をとらえて、３０名程度の日本の官民の鉄道関係者とともにワークショップを開催した。
冒頭挨拶：

· 前田　隆平　国土交通省国際統括官
議員挨拶：

· トーマス・Ｍ・マギー　マサチューセッツ州上院議員
· パトリック･Ｍ・ブレンナン　バーモント州下院議員

プレゼンテーション：

· 小縣　方樹　東日本旅客鉄道株式会社　取締役副会長
· 松本　勝利　運輸政策研究機構 国際問題研究所　高速鉄道政策推進チーム長

3 ハノイ市人民委員長訪日記念鉄道セミナー（２０１２年３月）
ハノイ市人民委員長等の訪日の機会をとらえて鉄道セミナーを開催した。約１７０名の官民の運輸関係者が参加した。

開会挨拶：

· 北村　隆志　国土交通省審議官
基調講演：

· グエン・テー・タオ ハノイ市人民委員長
· 清野 智　東日本旅客鉄道株式会社代表取締役社長／海外鉄道推進協議会会長代行
プレゼンテーション：

· ファム・トゥアン・ソン  ハノイ市鉄道プロジェクト管理局長（HRB）
· 松本　勝利　運輸政策研究機構 国際問題研究所　高速鉄道政策推進チーム長
· 太田 朝道　東日本旅客鉄道株式会社 総合企画本部 国際業務部 担当部長
· 木村 直人　東京地下鉄株式会社 広報部 国際担当部長
特別講演：

· 森地 茂　政策研究大学院大学 特別教授
閉会挨拶：

· 鷲頭　誠　　運輸政策研究機構副会長／国際問題研究所長
４．事業の成果、達成状況
本事業の２年目となる２０１１年度は、以上のとおり、各国関係者を対象に、高速鉄道セミナーの開催や要人の招聘、交通関係学会等への参加及び発表等を通じて、取り組んできた調査研究等に関する啓蒙活動を実施した。２０１１年度に取り組んだ各国においては、鉄道による低炭素社会の実現に向け、日本の鉄道システムへの各国関係者の理解の向上及び啓蒙活動等の結果、各国で鉄道網の構築を検討する機運を高めることに繋がり、初期の事業目標を達成したと考える。
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